
平成１６年７月１０日　　（４）

老人保健制度についてのお知らせ
今回は、制度の対象者や定期判定による医療費の負担割合
の見直し、高額医療費制度などについて、お知らせします。

高 額 医 療 費 制 度

高額医療費の申請と支給の流れ

振込先口座や申請内容の変更を希望する
方は、必ず市に届け出をしてください。

　１カ月に医療機関に支払った一部負担金（保険外診療お
よび入院時の食事代を除く）をすべて合算し、表２の限度額
を超えた場合、超えた部分を申請により払い戻す制度です。
　同じ世帯に老人保健で医療を受ける方が複数いる場合に
は、個人単位で外来の自己負担限度額を適用した後、世帯
の限度額を適用します。

高額医療費制度対象の方へ
　この制度の対象となる方には、申請に必要な書類を市から送
付します。
　なお、申請が遅くなり過ぎますと、高額医療費の払い戻しが
できなくなりますので、書類がお手元に届きましたら早めに申
請してください。返信用封筒で申請していただきますので、来
庁は不要です。
　また、申請時に払戻金の振込先口座を設定していただきます
ので、２回目以後は申請の必要がありません。

入院時の食
事代（１日）

入院および世帯ご
との限度額

外来限度額負担割合所得区分

７８０円

７２,３００円＋医療費
が３６１,５００円を超え
た場合はその超え
た分の１％を加算

４０,２００円２割負担
一定以上
所得者

４０,２００円１２,０００円1割負担一　般

外来・入院等自己負担限度額　（月額）

�

�

通常、診療月の３カ月後に、申請に必要な書類
を市から郵送します。

同封の記入例を参考に、必要事項を記入のうえ、
返信用封筒で申請してください。
※申請の際、領収書等の添付は必要ありません。

指定された口座に振り込みします。
※１度申請されると、以後発生する高額医療費
は指定の口座へ自動的に振り込みします。

　医療費の負担割合は、平成１６年度の世帯状況および所得状況
等に基づいて今年度の負担割合を判定し、８月１日から適用と
なります。
負担割合が変更となる場合
　負担割合が、１割から２割へ、または２割から１割へ変更と
なった受給者の方には、７月末までに新たな負担割合を記載し

た医療受給者証を郵送します。その際、同封した返信用の封筒
で、これまで使用していた古い負担区分の記載された医療受給
者証を必ず市へ返却し、８月１日からは新たな医療受給者証を
使用してください。
　なお、負担割合の変更がない方は、現在使用している医療受
給者証を、そのまま継続してお使いください。

医療費の負担割合の見直し

老 人 保 健 制 度
対象者
　誕生日が昭和７年９月３０日以前の方で、国民健康
保険などに加入している７５歳以上の方は、老人保健
制度で医療を受けます。（寝たきりなど一定の障害の
ある方は、６５歳から老人保健制度で医療を受けます）
　なお、平成１４年９月３０日までに７０歳になった方は、
老人保健制度の対象となります。
医療を受けるとき
　医療機関で診療を受ける際には、「保険証」と一緒に「医療受
給者証」「健康手帳」を必ず窓口へ提示します。
医療費の一部負担
　老人保健を使って医療を受けた際に、病院等の窓口で支払う
一部負担金については、所得に応じて外来・入院ともかかった

費用の１割あるいは２割を負担（表１）することになっています。
老人保健　負担割合

※課税所得が年額１２４万円以上でも、年収が基準額未満の方は、
申請により１割負担になる場合があります。

所得段階の目安

課税所得（給与所得控除・基礎控除・配偶者控除・
社会保険料控除などの各種控除後の課税所得）が
１２４万円以上で、かつ同一世帯の老人保健医療受給
者および７０歳以上の方の合計収入額（年収の合計）
が６３７万円以上（老人保健対象者が１人の場合は、
４５０万円以上）

２割負担

上記以外の方１割負担

（表１）

（表２）
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《高額医療費制度の算定例》

合計で
８,０００円＋１２,０００円
＝ ２０,０００円が払い
戻しされます。

【
保
険
料
免
除
期
間
と
年
金
額
】

　

保
険
料
免
除
期
間
に
お
け
る
年
金
額
は
、

保
険
料
を
全
額
納
付
し
た
期
間
と
比
べ
て
、

全
額
免
除
の
期
間
に
つ
い
て
は
３
分
の
１

の
額
に
、
半
額
免
除
の
期
間
に
つ
い
て
は

３
分
の
２
の
額
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
国
民
年
金
に
は
、　

年
前

１０

ま
で
の
免
除
期
間
に
つ
い
て
、
保
険
料
を

さ
か
の
ぼ
っ
て
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
る

「
追
納
制
度
」
が
あ
り
ま
す
。

　

追
納
さ
れ
た
期
間
は
、
減
額
さ
れ
な
い

年
金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
の
で
、

ぜ
ひ
追
納
さ
れ
ま
す
よ
う
お
勧
め
い
た
し

ま
す
。

　

な
お
、
半
額
免
除
と
さ
れ
た
期
間
に
お

い
て
、
半
額
の
保
険
料
を
納
め
な
い
場
合

は
、
未
納
期
間
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

■問
 

国
保
年
金
課
�
◯内
 

２
１
２

害
金
額
が
財
産
の
価
格
の
お
お
む

ね
２
分
の
１
以
上
で
あ
る
損
害
を

受
け
た
と
き

②
失
業
に
よ
り
保
険
料
を
納
付
す
る

こ
と
が
困
難
と
認
め
ら
れ
る
と
き

③
事
業
の
休
止
ま
た
は
廃
止
に
よ
り

厚
生
労
働
省
が
実
施
す
る
離
職
者

支
援
資
金
貸
付
制
度
に
よ
る
貸
付

金
の
交
付
を
受
け
た
と
き

※
①
〜
③
の
事
由
に
よ
る
場
合
は
、
申

請
の
際
に
そ
の
事
実
を
明
ら
か
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
書
類
の
添
付
が
必

要
で
す
。
失
業
の
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合
は
、
雇
用
保

険
の
「
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
」

ま
た
は
「
離
職
票
」
等
の
写
し
、
離

職
者
支
援
資
金
の
貸
付
を
受
け
た
場

合
は
、「
貸
付
決
定
通
知
書
」
の
写
し

の
添
付
が
必
要
で
す
。

　

国
民
年
金
に
は
、
所
得
が
少
な
く
、
保

険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
、

本
人
の
申
請
に
よ
っ
て
保
険
料
を
免
除
す

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

１
年
分
の
免
除
申
請
を
希
望
さ
れ
る
場

合
は
、
８
月　

日
ま
で
に
届
け
出
が
必
要

３１

と
な
り
ま
す
。

【
全
額
免
除
】

　

保
険
料
を
全
額（
月
１
万
３
３
０
０
円
）

免
除
す
る
制
度
で
す
。

【
半
額
免
除
】

　

保
険
料
の
半
額
（
月
６
６
５
０
円
）
を

免
除
す
る
制
度
で
す
。

※
「
半
額
免
除
」
の
制
度
は
、
保
険
料
を

全
額
納
め
る
こ
と
は
困
難
で
も
半
額
な
ら

納
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
将
来
受
け

取
る
老
齢
基
礎
年
金
の
額
を
少
し
で
も
増

や
し
た
い
と
い
う
方
の
た
め
に
、
申
請
に

よ
り
保
険
料
の
半
額
を
免
除
し
、
保
険
料

の
半
額
を
納
め
て
い
た
だ
く
も
の
で
す
。

【
保
険
料
免
除
承
認
期
間
】

　

期
間
は
、「
７
月
〜
翌
年
６
月
」
ま
で
で

す
。
平
成　

年
度
に
つ
い
て
は
「
平
成　

１６

１６

年
７
月
〜
平
成　

年
６
月
」
で
す
。

１７

【
申
請
免
除
の
対
象
と
な
る
方
】

１　

前
年
の
所
得
（
収
入
）
が
少
な
く
、

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合

２　

障
害
者
ま
た
は
寡
婦
で
あ
っ
て
、
前

年
の
所
得
が
１
２
５
万
円
以
下
の
場
合

３　

生
活
保
護
法
に
よ
る
生
活
扶
助
以
外

の
扶
助
を
受
け
て
い
る
場
合

４　

１
〜
３
以
外
の
特
例
的
な
事
由
に
よ

る
場
合①

震
災
、
風
水
害
、
火
災
そ
の
他
こ

れ
ら
に
類
す
る
災
害
に
よ
り
、
被

国
民
年
金
に
は

保
険
料
免
除
制
度
が
あ
り
ま
す
！

保険料納付半額免除全額免除

全額の年金
３分の２の
年金

３分の１の
年金

いずれの期間も受給資格期間に算入

所
得
区
分
が
一
般
（
負
担
割
合
が

１
割
）
の
世
帯
で
、
同
じ
月
に
夫

が
Ａ
病
院
・
Ｂ
医
院
に
通
院
し
、

妻
が
Ｃ
病
院
に
入
院
し
た
場
合

������

������

夫

妻
＋ � �

限度額適用・標準負担額減額認定
　負担割合が１割の方で次の要件に該当する方は、「老人医療の
限度額適用・標準負担額減額認定」を受けることができます。
この認定を受けると、高額医療費を算定する際の限度額と入院
時の一部負担金および食事代がともに減額されます。
　なお、減額認定を受けるためには、申請することが必要とな
ります。その際、世帯員全員の所得状況が申告されていなけれ
ばならず、また、住民税を課税されている方が、同一世帯に１
人でもいると認定を受けることはできません。

�

　低所得Ⅱの認定を受けることができます。
　　☆１カ月の医療費の限度額は ･･･

　　☆入院時の食事代については、過去１年間の入院日数が９０日を
� ������������������������

　　　　　　　⇒超えない方は１日当たり６５０円
　　　　　　　⇒超　え　る　方は１日当たり５００円となります。

１　世帯員全員が住民税非課税の方

�

　低所得Ⅰの認定を受けることができます。
　　☆１カ月の医療費の限度額は ･･･

　　☆入院時の食事代については、１日当たり３００円となります。

【算定例】低所得Ⅱの方（老人医療受給者１人世帯）

■問 高齢いきがい課保健給付係�◯内 ４４２

２　世帯員全員が住民税非課税かつ各種所得等から
必要経費・控除を差し引いた所得が０円の方

入院および世帯の限度額外来の限度額

２４,６００円８,０００円

入院および世帯の限度額外来の限度額

１５,０００円８,０００円

１カ月分の診療が
　Ａ病院　外来で３,８００円　　全部で１０,３００円支払った場合
　Ｂ医院　外来で４,０００円�　外来の限度額は８,０００円なので
　Ｃ薬局　調　剤２,５００円　　高額医療費として戻る額⇒２,３００円
認定を受けていないと、限度額は「一般」の１２,０００円となるので、
戻る額はありません。

　

�
�
�
�
�

年　

金　

額

Ａ病院（外来）　　Ｂ医院（外来）
　１０,０００円 　　＋ 　１０,０００円

　　外来の自己負担額の合計 ２０,０００円
－　外来の自己負担限度額 １２,０００円
 ８,０００円 …払戻金

Ｃ病院（入院）医療費の総額は８０万円
入院の限度額　４０,２００円

医療費の１割は８０,０００円ですが、窓口での
負担は限度額の４０,２００円までとなり、残り
（３９,８００円）は市が負担します。

世帯での負担
夫・妻いずれも限度額を適用した後の自己負担額
夫１２,０００円（外来）＋妻４０,２００円（入院）

　　自己負担額の合計 ５２,２００円
－　世帯の自己負担限度額 ４０,２００円
 １２,０００円 …払戻金
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